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北海道宿泊税の概要
道では、令和６年12⽉に「北海道宿泊税条例」を制定し、令和８年４⽉からの
徴収開始に向けて、その準備を進めています。

課税開始日（予定） 令和８年（2026年）４⽉１日
対象施設 道内の旅館・ホテル、簡易宿所、⺠泊

税率
１⼈１泊あたり宿泊料⾦が

２万円未満 100円
２万円以上５万円未満 200円
５万円以上 500円

非課税事項 ・修学旅⾏などの学校⾏事
・宿泊料⾦による免税点はなし

納税のイメージ 宿泊者は宿泊施設に宿泊税を支払い、宿泊施設は一定期間に預
かった宿泊税をまとめて北海道に申告納付する。

使途の考え方
(１) 観光の高付加価値化
(２) 観光サービス・観光インフラの充実・強化
(３) 危機対応⼒の強化

【制度概要】
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道内自治体の導入状況
既に導入済みの倶知安町やニセコ町のほか、北海道宿泊税の導入決定を受けて、
複数の自治体が観光振興を目的とした新税の導入を検討しています。

自治体名 課税客体 税率 使途（抜粋）

倶知安町 宿泊⾏為 １⼈１泊、１棟１泊、１部屋１泊の
宿泊料⾦に対して、２％

・域内交通網の整備
・ニセコ・羊蹄山の環境保全
・新幹線を意識したまちづくり

札幌市 宿泊⾏為
１⼈１泊あたり宿泊料⾦が

５万円未満 200円
５万円以上 500円

・定山渓エリアの魅⼒向上
・付加価値の高い宿泊環境づくり
・観光地域マネジメントの推進基盤の構築

旭川市 宿泊⾏為 １⼈１泊あたり、200円
・多様なニーズに対応した受入環境整備
・閑散期の格差解消に向けた取組み
・緊急時における事業者への支援

網走市 宿泊⾏為 １⼈１泊あたり、200円
・食文化を活用したコンテンツの充実
・閑散期の集客対策
・二次交通の充実

美瑛町 ①宿泊⾏為
②駐⾞場利用

①１⼈１泊あたり、200円
②１回の入場につき

普通⾞・軽自動⾞ 500円
オートバイ 200円
⼤型⾞ 4,000円

・オーバーツーリズム対策
（交通渋滞の解消やゴミ処理費用の増加など）

【導入（検討）状況】
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稚内市の検討経過
本市では、北海道宿泊税の導入検討に注視しながら、コロナ禍前から先⾏自治
体における制度の調査研究、導入に係る課題の把握などに努めてきましたが、
昨年10⽉、稚内観光協会から「導入すべきか否かを含め、早期に議論を進める
べき」との要望があったことから、その検討を加速させています。

年⽉日 内容

R6.10.31 稚内観光協会から要望書を拝受

R6.12.13 「稚内市観光振興のための新税に関する審議会」設置に係る条例・関係予算が成⽴

R7.1.22〜1.31 宿泊事業者向けにアンケート調査を実施

R7.2.12 第１回審議会を開催し、市⻑から「観光振興のための新税導入の是非」について、
諮問書を手交

R7.3.27 第２回審議会を開催

R7.5.14 第３回 〃

R7.5.21 「北海道宿泊税による施策の検討に向けた地域意⾒交換会（北海道主催）」に出席

R7.5.28 第４回審議会を開催

【検討経過】
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審議会での協議内容
審議会は、学識経験者や関係団体のほか、観光関連事業者・一般公募の計10名
で構成され、観光振興を図るうえでの課題の整理や、将来に亘って、魅⼒ある
観光地づくりを進めるための新たな財源の必要性など、委員それぞれの⽴場か
ら、様々な意⾒が交わされました。

【審議会意⾒（抜粋）】
・特別徴収義務者となる宿泊事業者の手間・負担といった点を第一に考え、検討していく必要が

ある。
・観光予算については、市⺠の税負担によって賄われていると理解しているが、⼈口減少が進む

中、今後も全てが担保されるのか心配。
・オーバーツーリズムが起きている地域では、新たなコストが発生しているが、今後、当地域も

観光客の増加が⾒込まれる中、その費用は「本来誰が負担すべきなのか」といった点も踏まえ
ながら、議論していった方が良い。

・宿泊税を設け、様々事業を展開する中で、間接的にでも、各業界の⼈材不⾜など、地域課題が
解消されていくような環境が構築されていくと良い。

・徴収した宿泊税については、閑散期対策に使ってはどうか。
・稚内の観光が生き残るためには、滞在を増やす仕組みづくりとインバウンドを増やすしかない

と思う。特に冬のインバウンドを増やすことが重要だと考える。
・徴収にあたって、実務的な負担の⼤きい宿泊事業者がメリットを感じられる施策を実施するこ

とで、新税導入の理解を得ることができるのではないか。
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審議会からの答申
１．審議結果

審議会は、これまでに計４回開催し、稚内市における観光振興のための新税導入の是非に
ついて、北海道および道内の先⾏自治体における宿泊税の導入状況を共有しながら、観光地
づくりへの課題の整理や、新たな財源の必要性などについて審議を⾏い、地域課題の解決や
観光振興に向けた使途の方向性など、各委員の知識と知⾒に基づいた様々な意⾒が交わされ、
議論を深めてきた。

また、道内の観光業を鑑みると、各地域の特性やポテンシャルを活かした取り組みにより、
今後も都市間の差別化が一層進むことが想定され、その上で、稚内市が新たな財源に基づく
観光振興策を展開していくことは、将来にわたり、持続的かつ魅⼒ある観光地づくりに必要
なことである。

このことを実現するためには、安定的かつ目的に即した新たな財源の確保が不可⽋であり、
観光振興のための新税を導入することが望ましいとの結論に⾄った。

２．付言事項
新税として宿泊税を導入する場合にあっては、直接関係する宿泊者及び宿泊事業者の理解

が得られる制度設計のほか、税収を財源とした使途が重要であることは、審議会における共
通認識である。

したがって、今後の制度設計や運用にあたっては、以下の事項に⼗分配慮することを付言
する。
（１）宿泊事業者の負担軽減が図られる制度設計が必要と考える。
（２）新たな観光振興策は観光関連事業者と意⾒交換を⾏いながら検討することが必要と考える。
（３）宿泊税導入後も一定期間ごとに制度全体を検討することが必要と考える。
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今後の方向性
本市としては、審議会の答申を尊重し、導入に向けた作業を進めることとし、
今後に向けては、新たな財源である宿泊税を有効に活用することで、第５次稚
内市総合計画等に定める目標値を達成できるよう、取組みを強化していきます。

目標とする指針（第５次稚内市総合計画）

稚内市観光振興ビジョン（R6〜10）

観光客入込数

目標値（R10）
718,100人

現状値（H29）
520,800人

直近値（R5）
491,300人

宿泊客延べ数

目標値（R10）
468,800人

直近値（R5）
351,900人

現状値（H29）
377,100人

目標の達成には観光振興の
積極的な実施が必要不可⽋

新規事業や拡充事業などに優先順位を付けながら、適時適切な観光振興策を打ち出していく。

①観光資源の磨き上げと魅力向上
観光施設の基盤整備、日本のてっぺん稚内の食の魅力発信、滞在時間を延ばす観光地づくり

②受入環境の整備促進
宿泊施設等の観光客受入環境整備、交通基盤の整備促進、おもてなし力の向上

③持続可能な観光振興
観光DXの推進、閑散期対策、計画的な観光振興の備え、その他（税導入に係る経費ほか）

◇新たな「税」の使途（案）
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取組スケジュール
付言事項に⼗分留意し、詳細な制度設計に入るとともに、宿泊事業者の皆様に
対しては、随時、情報共有を図りながら、必要な準備を進めていきます。
【今後の取組予定】

項目
令和７年（2025年） 令和８年（2026年）

７⽉ ８⽉ ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉ ４⽉
以降

事業者説明①
（現状報告）
税制度の検討
（審議会での審議）

事業者説明②
（制度概要・導入時期等）

条例案のパブリックコ
メント

条例案の上程

総務省協議

宿泊者に対する周知等
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参考資料
（意⾒交換⽤）



新たな財源を活⽤した観光振興策

0 2 4 6 8 10 12 14

観光情報の発信

目的地までの移動の円滑化

快適で安心・安全な滞在環境の構築

観光資源の魅⼒向上

誘客の促進

観光産業の経営基盤強化

持続可能な観光地づくり

その他

新規事業や拡充事業などに優先順位を付けながら、適時適切な観光振興策を打ち出していく。

① 観光資源の磨き上げと魅⼒向上
観光施設の基盤整備、日本のてっぺん稚内の食の魅⼒発信、滞在時間を延ばす観光地づくり

② 受入環境の整備促進
宿泊施設等の観光客受入環境整備、交通基盤の整備促進、おもてなし⼒の向上

③ 持続可能な観光振興
観光DXの推進、閑散期対策、計画的な観光振興の備え、その他（税導入に係る経費ほか）

◇新たな「税」の使途（案）

【宿泊事業者アンケート】



審議会からの答申
１．審議結果

審議会は、これまでに計４回開催し、稚内市における観光振興のための新税導入の是非に
ついて、北海道および道内の先⾏自治体における宿泊税の導入状況を共有しながら、観光地
づくりへの課題の整理や、新たな財源の必要性などについて審議を⾏い、地域課題の解決や
観光振興に向けた使途の方向性など、各委員の知識と知⾒に基づいた様々な意⾒が交わされ、
議論を深めてきた。

また、道内の観光業を鑑みると、各地域の特性やポテンシャルを活かした取り組みにより、
今後も都市間の差別化が一層進むことが想定され、その上で、稚内市が新たな財源に基づく
観光振興策を展開していくことは、将来にわたり、持続的かつ魅⼒ある観光地づくりに必要
なことである。

このことを実現するためには、安定的かつ目的に即した新たな財源の確保が不可⽋であり、
観光振興のための新税を導入することが望ましいとの結論に⾄った。

２．付言事項
新税として宿泊税を導入する場合にあっては、直接関係する宿泊者及び宿泊事業者の理解

が得られる制度設計のほか、税収を財源とした使途が重要であることは、審議会における共
通認識である。

したがって、今後の制度設計や運用にあたっては、以下の事項に⼗分配慮することを付言
する。
（１）宿泊事業者の負担軽減が図られる制度設計が必要と考える。
（２）新たな観光振興策は観光関連事業者と意⾒交換を⾏いながら検討することが必要と考える。
（３）宿泊税導入後も一定期間ごとに制度全体を検討することが必要と考える。


